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（２）果樹
　りんごでは、北日本で花芽分化期や開花期の高温によ
る「着果不良」が発生しており、北日本の６～７割の地
域で影響がみられた。また、東日本を中心に着色期から
収穫期の高温による「着色不良・着色遅延」や、休眠期
から幼果期の低温による「凍霜害」が発生しており、東
日本では６～７割の地域で影響がみられた。りんごの主
な適応策としては、日焼け果の発生抑制のために遮光資
材の利用、着色不良・着色遅延の発生抑制のために新品
種の導入などが行われている。
　ぶどうでは、全国的に高温による「着色不良・着色遅
延」が発生しており、西日本では４～５割の地域で影響
がみられた。また、高温又は高温・少雨により「日焼け
果」等の影響もみられた。ぶどうの主な適応策としては、
着色不良、着色遅延の発生抑制のために遮光資材の利用、
環状剝皮の実施、植物調整剤の利用等が行われている。
新品種の導入では着色を気にしなくてよい黄緑色系品種
の導入が行われている。
　温州みかんでは、西日本を中心に果実肥大期から収穫
期の高温又は高温・少雨による「日焼け果」が発生して
おり、西日本の４～５割の地域で影響がみられた。また、
西日本を中心に果実肥大期から収穫期の高温又は高温・
少雨による「着色不良・着色遅延」、高温又は高温・多
雨による「浮皮」、「減酸の早まり」、高温によるカイガ
ラムシ類やアザミウマ類等の「虫害の発生」による影響
もみられた。温州みかんの主な適応策としては、浮皮の
発生抑制のために植物成長調節剤等（ジベレリン・プロ
ヒドロジャスモン混合液、カルシウム剤）の利用などが
行われている。
　なお、果樹農家においては、温暖化適応策による新た
な品目への取組として、もも（青森県）、すだち（山形県）、
レモン（長野県、鳥取県、広島県）などの栽培が行われ
ている。

（３）野菜
　トマトでは、全国的に生育期から収穫期の高温による

「着花・着果不良」が発生しており、東日本や西日本の
４～５割の地域で影響がみられた。また、西日本を中心
に収穫期等の高温や強日射による「裂果」や「不良果」
も発生しており、西日本の４～５割の地域で影響がみら
れたほか、生育期から収穫期の高温による「日焼け果」
や「生理障害」の発生による影響もみられた。トマトの
主な適応策としては、着花・着果不良の発生抑制、裂果・

令和６年地球温暖化影響調査レポートの概要

　農林水産省では、「農林水産省気候変動適応計画」（令
和５年８月改定）に基づく取組の一環として、各都道府
県の協力を得て、地球温暖化の影響と考えられる農業生
産現場での高温障害等の影響、その適応策等を取りまと
め、普及指導員や行政関係者のための参考資料として公
表している。本レポートに示されている影響、適応策等
を参考としつつ、今後とも、「農林水産省気候変動適応
計画」に基づく取組が各都道府県で推進されることが期
待されている。

１．令和６年の気象概況
　令和６年の年平均気温は全国的にかなり高く、特に東
日本、西日本、沖縄・奄美で記録的な高温となった。ま
た、北日本はかなりの多照、東日本、沖縄・奄美はかな
りの多雨となった。
　令和６年の年平均気温偏差は＋1.48℃で、明治31年

（1898年）の統計開始以降、令和５年の最高水準をさら
に上回り最も高い値となった。また、令和６年夏の平
均気温偏差は＋1.76℃で、統計開始以降の夏として、令
和５年の記録と並び、１位タイとなった。日本の年平均
気温は、様々な変動を繰り返しながら上昇しており、長
期的には100年で1.40℃の割合で上昇している。とくに
1990年代以降は、高温となる年が頻出している。

２．令和６年の調査結果（抜粋）
（１）水稲
　令和６年夏の平均気温が非常に高かったことから、出
穂期以降の高温、高温・少雨による「白未熟粒の発生」
が多くみられた。全国的な発生割合（作付面積）は３～
４割と令和５年産よりも影響が小さかったものの、西日
本では５～６割の地域で発生がみられるなど影響が大き
かった。また、東日本を中心に高温、高温・少雨等によ
り、カメムシやスクミリンゴガイによる「虫害の発生」
が影響したほか、「粒の充実不足」や「胴割れ粒の発生」
による影響もみられた。
　水稲における主な適応策としては、白未熟粒及び胴割
粒の抑制対策、収量・品質の確保として、水管理の徹底
が多く行われている。ほかにも、施肥管理の実施、害虫
の適期防除の実施等が行われている。高温耐性品種の作
付は毎年拡大しており、令和６年産は42府県（前年産か
ら３県増加）から作付の報告があった。その結果、全国
の主食用米作付面積に占める高温耐性品種の作付割合は
16.4％となった。

　農林水産省は、令和６年に発生した地球温暖化の影響やその適応策などに関する都道府県からの報告について、
「令和６年地球温暖化影響調査レポート」（令和７年９月26日公表）として取りまとめた。本レポートには、水稲
をはじめ、果樹、野菜、花き、家畜等における主な影響や、各都道府県の温暖化への適応策の取組状況等を掲載し
ている。
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日焼け果の発生抑制等のため遮光資材、遮熱資材の利用、
かん水、ミストの活用などが行われている。なお、各種
資材・設備の導入にはコストや労力がかかるほか、天候
に応じた栽培管理の徹底が普及上の課題となっている。
　いちごでは、全国的に育苗期から花芽分化期の高温に
よる「花芽分化の遅れ｣ が発生しており、西日本では５
～６割の地域、東日本では４～５割の地域、北日本でも
３～４割の地域で影響がみられた。また、西日本では栽
培期間中の高温又は高温・少雨によるハダニ類等の「虫
害の発生」や、育苗期から開花期の高温又は高温・多雨
による炭疽病の「病害の発生」、生育初期及び後期の高
温による「果実の肥大不足」等の影響もみられた。いち
ごの主な適応策としては、花芽分化の促進への対策とし
て、遮光資材・遮熱剤の利用、クラウン（株の根元にあ
る生長点）の冷却、夜冷処理の実施などが行われている。
しかし、各種資材・設備を必要とする対策では、導入コ
ストや労力の増加が普及上の課題となっている。
　なお、野菜農家においては、温暖化適応策による新た
な品目への取組として、かんしょ（北海道、秋田県）、
オクラ（京都府）などの栽培が行われている。

（４）畜産
　乳用牛では、東日本や西日本で夏季の高温による「乳
量・乳成分の低下」が発生しており、東日本では３～４
割、西日本では２～３割の地域で影響がみられた。また、
東日本を中心に「繁殖成績の低下」等の影響もみられた

（表１参照）。主な適応策としては、畜舎への送風・換気
が最も多く行われている。また、散水の実施（ミスト・
細霧冷房）や畜舎の断熱・遮熱剤の使用による対策も行
われている（表２参照）。しかし、散水の実施では、ミ
スト・細霧冷房装置の導入に伴うコストが普及上の課題
となっている。
　肉用牛、豚、採卵鶏、肉用鶏では、高温（６～11月）
により「繁殖成績の低下」、「へい死」の発生による影響
がみられた。肉用牛、豚、肉用鶏では高温（６～11月）
により「増体・肉質の低下」の発生による影響もみられた。
採卵鶏では、とくに東日本の２～３割の地域において、
高温により「産卵率・卵重の低下」の発生による影響も
みられた。主な適応策としては、扇風機、換気扇、寒冷
紗の設置、畜舎屋根への散水・石灰塗布、畜舎内の細霧、
補助飼料の添加、給与時間の変更などが行われている。
　牧草では、生育期から収穫期の高温又は高温・少雨（７
～９月）により「夏枯れ」の発生、生育期から出穂期の
高温（６～９月）と播種期の少雨（10月）により「成育
不良」の発生による影響がみられた。飼料用トウモロコ
シでは、播種期から生育期の多雨（４～７月）と播種期
の少雨（５月）により「生育不良」の発生、生育期の高
温（６～９月）により「虫害」の発生、生育期から完熟
期の高温（５～10月）により「サイレージの品質低下」
の発生による影響がみられた。主な適応策としては、猛
暑期を避けた草地管理、耐暑性草種や品種の導入などが
行われている。

表１　地球温暖化の主な影響の発生状況（乳用牛）

主な現象 全国 発生の主な原因
北日本 東日本 西日本

乳量・乳成分の低下 １～２割 １割未満 ３～４割 ２～３割 夏季（泌乳期）の高温（５～11月）

繁殖成績の低下 １割未満 １割未満 ２～３割 １～２割 夏季の高温（５～11月）

へい死 １割未満 １割未満 １割未満 １割未満 夏季の高温（５～10月）

疾病の発生 １割未満 － － １割未満 夏季の高温（５～10月）

資料：農林水産省「令和6年地球温暖化影響調査レポート」、以下同じ
　注）割合については、影響のあった飼養頭数を調査し、算出している。

表２　地球温暖化の主な適応策の実施状況（乳用牛）

主な目的 実施している適応策（実証中、研究段階の適応策を含む）

畜舎への送
風・換気の
実施

散水の実施
（ ミ ス ト、
細霧冷房）

畜 舎 の 断
熱・遮熱剤
の使用

給餌内容の
改善、早朝
給餌の実施

受精卵移植
の導入

暑熱耐性種
の導入

防除の徹底
（総合的防
除）

乳量低下の抑制、乳成分の改善 24 12 9 6 1

繁殖成績の向上 9 4 4 2 3 1

へい死の抑制 7 6 2 1

虫害の発生抑制 1

疾病の発生抑制 1


